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令和 8年 3月 11 日 定例記者会見資料【総合政策課】 

 

栃木市多文化共生推進プランの策定について 

 

１．プランの概要 

  国の在留外国人数は令和 7年 6月末現在で 395 万 6,619 人（在留外国人統計）となり、

今後も外国人労働者の受入拡大が見込まれるなか、増加することが予想されている。 

  本市においても、全国的な傾向と同様に、外国人住民数は年々増加しており、令和 8 

 年 2 月末現在では 6,272 人と過去最多を更新している。 

このような社会情勢の変化や、それに伴う新たな課題に対応し、日本人住民と外国人 

住民が共生できる多文化共生社会を実現するため、有識者による意見やアンケート結果 

等に基づき、新たな施策を盛り込んだ栃木市多文化共生推進プランを策定するもの。 

 

２．プランの期間 

  令和 8年度から令和 12 年度までの 5年間 

 

３．栃木市の外国人住民の現状 
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４．プランの策定体制 

 

【庁内検討会議】 

 市民生活課、地域政策課、商工振興課、学校教育課など、庁内 10課で組織する検討会議を 3回開催。 

【策定懇談会】 

 学識経験者、留学生受入、外国人雇用企業、自治会、日本語教育など、各分野の有識者や公募の方を

合わせた 12 名で組織する策定懇談会を 2回開催。 

【パブリックコメント】 

 令和 8年 2月 2日から 3月 4日まで実施。 

 

５．アンケート調査   

令和 7年 7月～8月に日本人住民と外国人住民に対し、多文化共生に関するアンケート調査を実施。 

【日本人住民】 

対象者 栃木市に住んでいる 13歳以上の日本人住民 

対象者数 
1,800 人  

（栃木市住民基本台帳から無作為で抽出して郵送にて依頼） 

設問数 
23 問  

（基本事項・基本意識・交流・支援・市及び国際交流協会の取組について） 

回答者数 
658 人 

（郵送回答 463 人・オンライン回答 195 人） ※回収率 36.5% 

【外国人住民】  

対象者 
栃木市に住んでいる中学生以上の外国人住民  

（学校・企業・団体等にアンケートチラシを配付して依頼） 

設問数 
41 問 

（あなたのこと・仕事のこと・生活のこと・学校や日本語のこと・交流のこと） 

回答言語 

8 か国語  

(やさしい日本語、英語、スペイン語、ベトナム語、中国語、ネパール語、インドネシア

語、タガログ語) 

回答者数 280 人 
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６．プランの基本理念・基本目標・施策の方向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
   
７．主な事業・取組 

基本目標１【生活】ともにくらす 

〇転入外国人への生活オリエンテーションの実施 

〇防災・防犯リーダーズクラブの設立 

基本目標２【教育】ともにまなぶ 

〇とちぎ蔵の街自主夜間中学の運営 

〇グローバルデー・グローバルアワーの実施 

基本目標３【仕事】ともにはたらく 

〇外国人雇用企業等との意見交換会の実施 

基本目標４【交流・協働】ともにかがやく 

〇国際交流講座の開催 

〇多文化共生フォーラム等の開催 

〇自治会への加入促進 

〇やさしい日本語研修の開催 

（問い合わせ先） 

総合政策課 政策総務係 

 担当：原・藤岡  

電話：0282-21-2301 

と
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基本理念  基本目標  

【生活】  

１ ともにくらす 

～誰もが安心して住める環境づくり～  

 

【教育】  

2 ともにまなぶ 
～誰もが主体的に学べる体制づくり～ 

【仕事】  

３ ともにはたらく 

～誰もが成長・活躍できる職場づくり～ 

【交流・協働】 

4 ともにかがやく 
～誰もが社会に参画できる地域づくり～ 

施策の方向  

① 外国人相談窓口の充実 

② 行政・生活情報の多言語化 

③ 生活オリエンテーションの実施 

④ 子育て・福祉・医療サービスの提供 

⑤ 災害時等の協力体制整備 

  

① 日本語教育の推進 

② 外国人児童生徒等への支援  

③ 教育機会の確保 

④ 国際教育の推進 

① 外国人雇用の促進と適正な労働環

境の確保 

② 留学生等の就職促進 

③ 市内企業との連携 

① 日本人住民との交流機会創出 

② 外国人住民の社会参画促進 

③ グローバルな地域社会づくり 

④ 多文化共生社会の啓発・普及 

⑤ 外国人観光客へのおもてなし 


